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事 業 名 議会評価 評　　　　価　　　　説　　　　明

電算運営
事 務 拡充

　ＩＴの活用については、事務の効率化・事務の短縮・職員の削減など多くのメリットがあるので
推進していくのは当然であるが、反面、コンピューター関係機器のリース料・ソフト関係の保守管
理など多くのランニングコストが生じている現状がある。一時的な導入費用は生じるが、ダウンサ
イジング方式（企業システムにおける小型コンピュータを利用する手法）を採用して、ホストコン
ピューターからの切り替え等により、将来コストの削減に努めるための検討に入ってもよいのでは
ないか。
　また、市のホームページについても、より市民の皆さんが利用しやすいよう常に改善し、アクセ
ス数を管理し、明確な目標設定のもと、事業の推進に努めるべきである。また、「ＩＴ推進により、ペー
パーレス化を図る」と第３次小松島市行政改革にあるが、どれぐらいの成果があるのかの把握がで
きていない。ペーパーレス化に限らず、ＩＴ推進により、時間的・人員的にどれだけの成果が上がっ
ているのかを適正に把握した上でなければ、適正な費用対効果は考察できないので、今後において
は事業推進における効果を数値化するなどして業務改善に努めるべきである。

基幹水道
構 造 物
耐震化事業

拡充

　市民に安全な水道水を安定供給することは行政の責務であり、不可欠な事業ではある。東南海、
南海地震の対策推進地域に指定され、また、本市の水道施設の老朽化等を考慮すれば、行政事務評
価のとおり緊急性があり、本市水道の心臓部である浄水場の老朽施設から整備し、全市域における
減・断水の危機から免れるため、最優先し実施する必要がある。一刻も早く計画を進めると共に水
道幹線（石綿管等）の更新についても同時に進めるべきである。
　また、この事業の推進にあたっては水道料金等にも配慮するよう求める。

障 害 者
自立支援
事 業

拡充

　障害者自立支援法の規定により実施する様々な事業であり、そのほとんどが法定必須事業であり、
その必要性・効率性は高いと判断したが、妥当性の中で、県との協議事項など現在でも事業自身の
住み分けが曖

あい

昧
まい

な部分については、事業の目的、趣旨を再検証すべきである。事業運営にあたって
は対象者の立場になって心優しい態度で職員は接すべきである。
〈その他の意見〉
　障害者福祉医療サービス利用は、１割の「応益負担」と「食費・居住費自己負担」導入などで、
障害者の生活は極めて厳しい状況にある。「応益負担」、「食費等の自己負担」の廃止、実施主体を
県に戻すなど、国へ求める。　

次 世 代
育成支援
対策事業

継続
　乳幼児、保育児童、保護者、交流事業、関係地域住民、妊産婦、子育て関係者等を対象に、次世
代育成支援対策推進法に規定する市町村行動計画を定め、平成 17年度より実施しており、その必
要性は高く、効率性も認められる。幼児保育や悩み相談などは現在需要も多く、今後も拡充してい
く事業であると考えるが、課題として後期計画の早期作成を要望する。

ミ リ カ
ホ ー ル
関連事業

改善

　芸術・文化の形成、または健康・安心を得られる拠点としては、どちらかと言えば必要性はある
と考えるが、妥当性として、行革を推進する観点からは市が行う必然性は低い。更に、効率性でも
事業のコストを削減するため民間活力を活用すべきである。
　市民からは使用料が高い、貸館の利用率を高めるため２Ｆの会議室を開放すべき等の意見があり、
市民ニーズにあった対応が必要であり、自主事業においても同様である。
　また、保守点検費についても見直しを検討し、平成 21年度の当初予算に反映されたい。
　この事業で特に問題なのは、行政の評価において、行政改革では民間活力の導入の方針が打ち出
されており、執行機関の意思疎通が図られておらず、抜本的な改革がまず必要である。

生活保護
事 業 継続

　日本国憲法第 25条の理念に基づき、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を補助するこ
とを目的として国が定めた事業であり、必要性・妥当性・効率性・緊急性がある事業ではあるが、保
護基準に適合した認定開始・廃止が厳格に行われているか、やや疑問であり、その都度現状の把握が
必要であると同時に、申請者には十分な聞き取りをし、より一層の十分な相談をして、他課との関係
を密にすることを望む。
　また、医療の保護費が高額であることから、地域に指定病院をつくることや、生活保護費が切り下
げられている現状、担保物件の提供等、いろいろな問題については市から国への要望をすべきである。

中学校給食
民間委託
事 業

継続

　学校給食法に基づいた給食調理業務を平成 18年度より民間委託し、民間のノウハウを活用するこ
とにより、事業の効率化、職員数削減率の向上を図ってきた。現在は安全面や品質の確保がなされ
ているが、人材の問題として働き手が安定して働けるような待遇での契約を業者に求めること。また、
長年同じ業者と契約が続くことにより、チェックが甘くならないよう十分監督をすることを望む。
　また、一定の効果は認めるが、学校の再編が今後進むと、見直しが必要なことも生まれるので、
給食のセンター方式や地域センター方式も含めた管理方式の検討を早期にすべきである。

一 般
貸切旅客
自 動 車
運送事業

改善

　議会では表決の結果「改善」ということで評価をしたが、必要性・妥当性は低く、緊急性も乗り
合いバス事業が優先されることから低いと判断する。効率性も、競輪事業を除けば赤字決算である
ことからも非効率と言わざるを得ない。このことから、近い将来（２～３年後）に収支改善が不可
能な時には、一般貸切旅客自動車運送事業は廃止（競輪事業を除く）すべきである。当面は魅力あ
るバスツアーの企画・販売を強化し、収支を明確化し、黒字決算となるよう経営努力を望む。
　なお、不適正な事務処理については早急に是正を求める。
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二
十
年
度
一
般
会
計
補
正

予
算
歳
入
全
部
・
歳
出
の

う
ち
、
総
務
費
、
消
防
費
、

地
方
債
補
正　

追
加
・
変

更
。

○　

特
別
職
報
酬
等
審
議
会

条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い

て
は
、
地
方
自
治
法
に
お

い
て
、
行
政
委
員
会
の
委

員
等
の
報
酬
と
あ
わ
せ
て

規
定
さ
れ
て
い
た
地
方
公

共
団
体
の
議
会
の
議
員
の

報
酬
が
、
新
た
に
「
議
員

報
酬
」
と
名
称
を
改
め
ら

れ
た
こ
と
に
伴
い
、
用
語

の
改
正
を
行
う
も
の
。

○　

公
益
法
人
等
へ
の
職
員

の
派
遣
等
に
関
す
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

に
つ
い
て
は
、
新
た
な
公

益
法
人
制
度
の
構
築
を
目

的
と
し
た
、
公
益
社
団
法

人
及
び
公
益
財
団
法
人
の

認
定
等
に
関
す
る
法
律
等

の
施
行
に
向
け
た
関
係
法

令
の
整
備
の
中
で
、
公
益

法
人
等
へ
の
一
般
職
の
地

方
公
務
員
の
派
遣
等
に
関

す
る
法
律
が
改
正
さ
れ
た

こ
と
等
を
受
け
、
用
語
の

改
正
を
行
う
も
の
。

○　

消
防
団
員
等
の
公
務
災

害
補
償
に
関
す
る
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
に

つ
い
て
は
、
政
策
金
融
改

革
の
一
環
と
し
て
、
本
年

十
月
一
日
に
、
国
民
生
活

金
融
公
庫
他
の
三
つ
の
政

策
金
融
機
関
が
統
合
さ
れ
、

「
株
式
会
社
日
本
政
策
金

融
公
庫
」
と
し
て
発
足
す

る
こ
と
に
伴
い
、
機
関
名

を
改
め
る
も
の
。

○　

陳
情
「
非
核
・
平
和
自

治
体
宣
言
（
決
議
）
を
基

と
し
た
平
和
行
政
を
求
め

る
」
件
に
つ
い
て
。

常
任
委
員
会
だ
よ
り

常
任
委
員
会
だ
よ
り

常常
任
委
員
会
だ
よ
り

任
委
員
会
だ
よ
り

●
平
成
二
十
年
九
月
定
例
会

　

本
委
員
会

に
付
託
さ
れ

た
次
の
議
案

四
件
に
つ
い

て
は
、
い
ず

れ
も
原
案
の

と
お
り
可
決

す
べ
き
も
の

と
決
し
た
。

　

陳
情
第
四

号
に
つ
い
て

は
、
挙
手
多

数
で
採
択
す

べ
き
も
の
と

決
し
た
。

○　

平
成

立　

川　

邦　

男　
委
員
長　

総
務
常
任
委
員
会

　

補
正
予
算

補
正
予
算　

四
千
三
百
六
万
九
千
円

四
千
三
百
六
万
九
千
円

委員会風景

　

今
期
定
例
会
に
お
い
て
本

委
員
会
に
付
託
さ
れ
た
議
案

第
六
十
号
の
う
ち
、
徳
島
駅

前
バ
ス
乗
車
ホ
ー
ム
上
屋
建

て
替
え
工
事
に
対
し
て
の
安

全
、
円
滑
化
等
、
総
合
対
策

補
助
金
の
計
上
、
議
案
第

六
十
五
号　

小
松
島
市
風
致

地
区
内
に
お
け

る
建
築
等
の
規

制
に
関
す
る
条

例
の
一
部
改
正
、

議
案
第
六
十
六

号　

路
線
の
認

定
に
つ
い
て
は
、

四
国
横
断
自
動

車
道
建
設
推
進

事
業
に
関
連

し
、
市
道
江
田

十
八
号
線
他
八

路
線
を
新
た
に

認
定
す
る
も
の

で
あ
る
。
議
案

第
六
十
七
号　

市
道
の
路
線

の
変
更
に
つ
い
て
は
、
同
じ

く
幹
線
前
原
線
他
十
三
路
線

の
変
更
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

以
上
四
件
を
、
慎
重
審
査
の

結
果
、
原
案
の
と
お
り
可
決

す
べ
き
も
の
と
決
し
た

　

徳
島
徳
島
駅
前
駅
前
バ
ス
バ
ス
乗
車
ホ
ー
ム

ホ
ー
ム
上
屋
建
て
替
え

建
て
替
え

宮　

崎　

欽　

司　
委
員
長　

産
業
建
設
常
任
委
員
会

委員会風景
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今
期
定
例
会
に
お
い
て
本

委
員
会
に
付
託
さ
れ
た
議
案

第
六
十
号　

平
成
二
十
年
度

小
松
島
市
一
般
会
計
補
正
予

算
（
第
一
号
）　

第
一
表　

歳
入
歳
出
予
算
補
正　

歳
出

井　

村　

保　

裕　
委
員
長　

文
教
厚
生
常
任
委
員
会

　

一
般
廃
棄
物
（
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
）

一
般
廃
棄
物
（
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
）

　
　
　

近
隣
自
治
体
処
理
状
況
視
察

近
隣
自
治
体
処
理
状
況
視
察

の
う
ち
、
第

三
款　

民
生

費
、
第
四
款

　

衛
生
費
、

第
十
款　

教

育
費
、
及

び
議
案
第

六
十
一
号　

平
成
二
十
年

度
小
松
島
市

老
人
保
健
医

療
事
業
特
別

会
計
補
正
予

算（
第
一
号
）

に
つ
い
て
慎

重
審
査
し
、

い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
可

決
す
べ
き
も
の
と
決
し
た
。

●
視
察
報
告 

　

小
松
島
市
の
一
般
廃
棄
物

（
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
）
処
理

業
務
委
託
契
約
が
来
年
六
月

に
終
了
す
る
の
に
対
し
、
今

後
ど
う
あ
る
べ
き
か
を
審
査

す
る
た
め
、
七
月
二
十
五
日

に
、
文
教
厚
生
委
員
全
員
と

有
志
議
員
及
び
行
政
担
当
者

で
、
阿
南
市
リ
サ
イ
ク
ル
セ

ン
タ
ー
、
勝
浦
町
の
委
託
先

一
社
、
徳
島
市
の
委
託
先
二

社
を
視
察
し
た
。
各
業
者
に

よ
り
若
干
の
違
い
は
あ
る

が
、
燃
料
化
で
き
る
も
の
は

売
却
し
、
リ
サ
イ
ク
ル
で
き

●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●

る
も
の
は
県
外
に
搬
出
し
て

い
る
。

　

本
市
の
現
状
で
は
、
費
用

対
効
果
は
非
効
率
（
他
市
は

一
ト
ン
あ
た
り
三
万
円
前

後
）
で
あ
る
。
こ
の
事
業
は

十
分
民
間
で
対
応
で
き
る
こ

と
か
ら
し
て
、
現
在
の
事
業

形
態
を
取
り
や
め
、
最
終
処

分
ま
で
の
業
務
を
含
め
た
中

で
、
安
価
に
で
き
る
よ
う
に

取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。

委員会風景

　

議
会
、
行
政
内
で
初
の
パ

ソ
コ
ン
会
議
を
開
い
た
。
膨

大
な
資
料
を
収
集
し
て
い
る

の
で
、
改
革
の
一
つ
と
し
て

会
議
の
電
子
文
書
化
を
図
り
、

効
率
的
か
つ
コ
ス
ト
面
に
も

配
慮
し
た
ス
タ
イ
ル
で
運
営

し
て
い
る
。

池　

渕　
　
　

彰　
委
員
長　

議
会
改
革
特
別
委
員
会

　

パ
ソ
コ
ン
会
議
を
試
行
ス
タ
ー
ト

パ
ソ
コ
ン
会
議
を
試
行
ス
タ
ー
ト

　

主
な
検
討
内
容
と
し
て
は
、

地
方
自
治
法
改
正
に
伴
う
関

係
例
規
の
見
直
し
や
議
会
の

自
立
性
を
高
め
、
市
民
に
開

か
れ
た
、
わ
か
り
や
す
い
議

会
を
目
指
す
た
め
の
議
会
基

本
条
例
制
定
に
向
け
協
議
を

進
め
て
い
る
。

　

ま
た
、
法
改

正
に
伴
い
常
任

委
員
会
の
複
数

所
属
が
可
能
に

な
り
、
議
員
定

数
削
減
等
も
重

な
り
、
三
常
任

委
員
会
の
所
管

事
項
見
直
し
や

歳
入
歳
出
一
連

性
の
観
点
か
ら

も
、
予
算
決
算

常
任
委
員
会
の

設
置
検
討
等
を

行
っ
て
い
る
。

委員会風景

勝浦町の委託先業者（徳島市飯谷町）



8

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  
●  
●  
●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●

来
年
の
市
長
選

来
年
の
市
長
選
再
出
馬
の
考
え
は

の
考
え
は

答　

引
き
続
き
不
退
転
の
決
意
で
財
政

答　

引
き
続
き
不
退
転
の
決
意
で
財
政

　
　

再
建
の
た
め
一
所
懸
命
頑
張
り
た
い

再
建
の
た
め
一
所
懸
命
頑
張
り
た
い

翔
政
ク
ラ
ブ　

木
村　

文
彦　
議
員　

来
年
の
市
長
選
再
出
馬
の
考
え
は

教
育
振
興
基
本
計
画
の
取
り
組
み
は

教
育
振
興
基
本
計
画
の
取
り
組
み
は

答　

平
成
二
十
一
年
度
内
に
策
定
す
る

答　

平
成
二
十
一
年
度
内
に
策
定
す
る

み
ら
い
の
会　

池
渕　
　

彰　
議
員　

教
育
振
興
基
本
計
画
の
取
り
組
み
は
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発言者名 件　　　名

木村　文彦

１．競輪事業と都市交通の将来
について

２．民営化による男女職員の比
率について

３．稲田市長の来年の選挙につ
いて

池渕　　彰

１．小中学校の再編に関する事
項

２．耐震改修促進計画策定事業
について

井村　保裕

１．食の確保と水産業の活性に
ついて

２．放課後児童クラブについて

３．幼保一体化と学校再編につい
て

宝　　　覚

１．介護保険について

２．後期高齢者医療制度について

３．国民健康保険について

立川　邦男

１．小・中学校校舎、幼・保園
舎の耐震診断について

２．一般廃棄物処理業務の今後
について

大木　　進
１．金磯浸水対策について

２．介護予防対策について

天羽　　篤

１．燃料・原料高騰対策につい
て

２．ごみの問題について

３．職員人事について

４．雇用促進住宅廃止への対応
について

大和　　肇

１．小松島市の民間企業による
市の収入の増減の計画及び対
応は

２．新エネルギー　メタンハイ
ドレート（CH4・5.75H2O）
について

井内　建治
１．市長の政治姿勢について

２．旧日峰公営住宅擁壁復旧に
ついて

木
村　

小
松
島
市
長
選
に
初

当
選
さ
れ
て
、
早
い
も
の
で

三
年
と
六
ヵ
月
が
経
過
し

た
。
就
任
直
後
に
勝
浦
町
と

の
合
併
破
綻
、
十
七
年
六
月

の
財
政
非
常
事
態
宣
言
、
就

任
以
来
三
年
六
ヵ
月
間
で
、

市
は
、
前
市
長
の
西
川
さ
ん

の
時
代
と
比
較
し
て
大
き
く

様
変
わ
り
を
し
た
。
財
政
改

革
に
拍
車
を
か
け
、
わ
ず
か

三
年
六
ヵ
月
の
間
に
三
中
学

の
学
校
給
食
の
民
営
化
、
公

立
保
育
所
二
ヵ
所
の
民
営
化
、

ま
た
、
特
別
職
及
び
職
員
の

五
％
〜
七
％
の
給
与
カ
ッ

ト
、
立
江
・
坂
野
両
支
所
の

出
張
所
へ
の
移
行
な
ど
、
絶

え
ず
職
員
削
減
へ
の
取
り
組

み
に
邁
進
し
た
。
ま
た
、
市

民
の
声
を
市
政
に
反
映
す
べ

池
渕　

政
府
に
お
い
て
閣
議

決
定
さ
れ
、
初
め
て
教
育
振

興
基
本
計
画
が
策
定
さ
れ
た
。

時
を
同
じ
く
し
、
日
切
教
育

長
も
七
月
に
就
任
を
さ
れ
、

本
市
の
教
育
の
方
向
性
を
ど

う
指
し
示
し
て
い
く
の
か
。

教
育
長　

学
校
教
育
は
、
発

達
段
階
に
応
じ
た
施
策
等
を

着
実
に
実
施
し
、
将
来
、
子

ど
も
た
ち
が
自
分
の
力
で
他

の
人
た
ち
の
思
い
も
大
切
に

し
な
が
ら
生
き
、
自
ら
の
思

い
も
達
成
し
な
が
ら
、
心
豊

か
な
社
会
を
築
い
て
い
く
土

台
づ
く
り
を
す
る
必
要
が
あ

る
。
さ
ら
に
、
心
の
教
育
の

充
実
を
図
り
、
規
範
意
識
や

倫
理
観
、
命
を
大
切
に
す
る

心
な
ど
、
豊
か
な
人
間
性
や

社
会
性
を
育
成
し
て
い
く
考


